第２４号様式

施設点検運転監視等業務委託契約書
１　業務名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２　施行場所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
３　履行期間　　　　　　　　年　　　月　　日　から

　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　日　まで

４　業務委託料　　　　　金　　　　　　　　　　　　　円
　　　　うち取引にかかる消費税及び地方消費税の額　金　　　　　　　　　　　円
　　　「取引にかかる消費税及び地方消費税額」は、消費税法第２８条第１項及び第２９条、地方税法第７２条の８２及び第７２条の８３の規定により算出したもので、業務委託料に8/108を乗じたものである。
　　　【年度別内訳】　
　年度　金　　　　　　　　　　　　円　　　※複数年契約の場合使用する
　年度　金　　　　　　　　　　　　円　　　
　年度　金　　　　　　　　　　　　円　　　
　年度　金　　　　　　　　　　　　円　　　
　年度　金　　　　　　　　　　　　円　　　
５　契約保証金　　　
　上記の業務委託について、発注者　公益財団法人三重県下水道公社と受注者　
　は各々の対等な立場における合意に基づいて、別添の条項によって公正な委託契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものとする。
　この仮契約は、三重県と公益財団法人三重県下水道公社との間で「三重県流域下水道施設の管理に関する基本協定書」の締結後、本契約と読み替えるものとする。なお、この仮契約が本契約とならなかった場合における受注者の損害については、発注者は一切の責めを負わないものとする。→　仮契約を先に締結する場合に適用し、それ以外の場合は削除すること。
　本契約の証として、本書２通を作成し、当事者記名押印の上各自１通を保有する。

平成　　　　年　　　　月　　　　日

　　　　　　発注者　　　三重県松阪市高須町３９２２番地
公益財団法人　三重県下水道公社

　　　　　　　　　　　　　　　理事長　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　受注者　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
業務委託契約書の条項
第１章　総則
（総則）

第１条　発注者（以下「甲」という。）及び受注者（以下「乙」という。）は、この契約書（頭書を含む。以下同じ。）に定めるもののほか、別冊の施設点検運転監視等業務委託共通仕様書（以下「共通仕様書」という。）、施設点検運転監視等業務委託特記仕様書（以下「特記仕様書」という。また、共通仕様書及び特記仕様書を総称していう場合は「仕様書」という。）に基づき、本契約を履行しなければならない。
（用語の定義）
第２条　本契約書及び仕様書に使用する用語の定義は別表１のとおりとする。

（業務の範囲）

第３条　乙の業務範囲は、次の各号に記載されたもののほか、仕様書に記載された業務とする。

（１）終末処理場施設の運転操作監視業務
（２）終末処理場施設の保守点検業務（場外ポンプ場、接続点流量観測装置を含む）
（３）簡易水質試験業務

（４）その他業務（処理場にかかる業務、清掃、草刈等を含む業務等）
（５）その他技術業務（機器の現況調査に関する作業）
（６）事務業務
（７）各種調達業務
（８）修繕業務
（９）その他包括業務
（監督員）

第４条　甲は、この契約について監督員を定め、乙に書面をもって通知しなければならない。監督員を変更したときも同様とする。
２　監督員は、この契約書の他の条項及びこの契約条項に基づく甲の権限とされる事項のうち、甲が必要と認めて監督員に委任したもののほか次に掲げる業務を行うものとする。
（１）契約の履行についての乙又は乙の業務総括責任者に対する指示、承諾、通知又は協議

（２）本契約及び仕様書に基づく業務実施のための資料の作成及び関連図書類、技術資料の提供等
（３）乙が作成した図書類の承諾、受理

（４）本契約及び仕様書に基づく業務の管理、業務実施時の立会い及び段階確認等
３　前項に定める指示又は承諾は、原則として書面で行わなければならない。ただし、緊急を要する場合や軽微な事項については、この限りではない。
４　この契約書に定める請求、通知、報告、申出、承諾及び解除については、監督員を経由して行うものとする。

（業務総括責任者等）

第５条　乙は、次の各号に掲げる者を定めて甲に通知し、現場に設置しなければならない。
（１）業務総括責任者

（２）副総括責任者
２　業務総括責任者はこの契約の履行に関し、現場に常駐し、その運営、取締及び仕様書に定める事項のほか、次の職務を行うものとする。
（１）現場の最高責任者として、従業員の指揮監督を行うこと。

（２）本契約及び仕様書に定める業務の目的、内容を十分理解し、工程、品質、安全、労務、危機管理等に関する管理を行うこと。

（３）本契約及び仕様書で定める各種報告を監督員に行うこと。
３　 副総括責任者は業務総括責任者の補佐的立場の職務を担うものとし、併せて業務総括責任者に事故等のあるとき、臨時的に業務総括責任者の業務を代行する者とする。
なお、業務総括責任者の代行をするときは、事前に監督員に通知しなければならない。

４　甲は、業務総括責任者等がその職務の執行につき、著しく不適当と認める場合は、乙に対してその理由を書面に明示し、必要な措置をとることを求めることができる。
（履行期間）
第６条　本契約の履行期間は、　　年　　月　　日から　　年　　月　　日までとする。

２　乙が、本契約を実施するにあたり、事前準備が必要な場合は、甲に申し出て準備期間を設けることができる。なお、この場合の経費は乙の負担とする。
（契約保証金）
第７条　乙は、この契約の締結と同時に、次の各号の一に掲げるいずれかの保証を付さなければならない。ただし、第５号の場合においては、履行保証保険契約の締結後、直ちにその保険証券を甲に寄託しなければならない。

（１）契約保証金の納付

（２）契約保証金の納付に代わる担保となる有価証券等の提供

（３）この契約による債務の不履行により生じる損害金の支払を保証する銀行、甲が確実と認める金融機関又は保証事業会社（公共工事の前払金保証事業会社をいう。以下同じ。）の保証

（４）この契約による債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による保証

（５）この契約による債務の不履行により生じる損害をてん補する履行保証保険契約の締結

２　前項の保証にかかる契約保証金の額、保証金又は保険金額（第４項において「保証の額」という。）は、業務委託料の１０分の１以上としなければならない。

３　第１項の規定により、乙が同項第２号又は第３号に掲げる保証を付したときは、当該保証は契約保証金に代わる担保として行われたものとし、同項第４号又は第５号に掲げる保証を付したときは、契約保証金の納付を免除する。

４　業務委託料の変更があった場合には、保証の額が変更後の業務委託料の１０分の１に達するまで、甲は保証の額の増額を請求することができ、乙は保証の額の減額を請求することができる。

第２章　運営準備等
（対象施設及び設備の状況及び機能の確認）

第８条　乙は、本契約締結に先立ち、業務の対象となる施設及び機能の確認をすることとする。乙はこの確認のため必要に応じて甲の管理する台帳、完成図書を閲覧、使用することができるものとする。
（業務実施計画）
第９条　乙は、業務開始の１４日前までに、本契約及び仕様書に記載された条件を満たす業務実施計画書を甲に提出しなければならない。業務計画書に記載する内容は仕様書によるものとする。
２　契約工程等において、前項の期日までに業務計画書を作成することが困難なときは、暫定の業務計画書を作成し、甲に提出しなければならない。この計画書に記載する必須事項は仕様書等によるものとする。
３　乙は、業務実施計画に基づき、誠実に業務を実施するものとする。甲は、提出された業務実施計画に基づき業務が実施されていないと判断した場合、乙に説明を求めることができる。その結果、乙が業務実施計画に基づき業務を実施していないと認めた場合、甲は乙に是正（業務実施計画の変更を含む）を求めることができる。

４　乙が業務実施計画の変更を希望する場合は、変更の１４日前までに変更理由及び変更内容を甲に提出しなければならない。
（一括再委託等の禁止）

第１０条　乙は、業務の全部を一括して、また仕様書にて指定した主たる部分を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。

２　乙は、業務の一部を第三者に委託し、又は請け負わせようとするときは、あらかじめ甲の承諾を得なければならない。
３　甲は、乙に対して業務の一部を委託し、又は請け負わせた者の商号、名称その他必要な事項の通知を請求することができる。

（事務所等の使用許可）

第１１条　甲は本業務を実施するため、乙に事務所等を無償で使用させるものとする。
２　乙は前項に定める事務所等の使用許可を行う場合、新たな事業年度が開始する７日前までに甲に申し出なければならない。
第３章　運転業務
（流入標準等）

第１２条　流入標準等の設定事項は、次のとおりとし、設定数値等は仕様書によるものとする。
（１）流入水に関する事項

（２）放流水に関する事項

（３）汚泥処理に関する事項
２　甲は、流入標準等を逸脱したとき、又は逸脱する可能性の高い事実を把握した際は、速やかに乙に通知しなければならない。
３　乙は、流入水量及び流入水質（監視可能項目）の監視を行い、仕様書に定める流入標準から逸脱していることを確認した際は速やかに甲に報告しなければならない。

（流入水の処理）

第１３条　乙は、流入水を別に定める放流水質管理値に適合させて放流する努力義務を負うものとする。

（汚泥の処理）
第１４条　乙は、流入水の処理により発生する汚泥を仕様書に定める汚泥処理管理値に適合させて処理するよう努力しなければならない。

（その他運転に関すること）

第１５条　乙は、前２条に規定するもののほか、仕様書に定める運転に関する諸条件を遵守しなければならない。

（流入標準を逸脱した場合の対応）
第１６条　流入水が第１２条に定める流入標準から逸脱している場合であっても、乙は仕様書に定める法令基準を満たし、かつ目標放流水質を満たすよう可能な限り努力しなければならない。
（運転等に関する手順書等の作成）

第１７条　乙は業務開始後、手順等の確立がなされた時点において、当該施設の運転方法や留意事項等を記載した運転等に関する手順書等（以下「手順書」という。）を作成し、甲に提出しなければならない。

２　乙は、必要に応じて手順書の内容を変更することができるものとする。変更内容は手順書に記載し、その都度甲に提出しなければならない。
第４章　施設管理
（施設の維持管理）

第１８条　乙は、施設機能維持のために次に記載された施設の維持管理業務を行うものとする。
（１）仕様書に記載された下水道施設、設備
（２）その他設計図書に記載された下水道関連施設
２　維持管理に関する作業項目、作業内容、実施方法等は、別に定める仕様書及び機械・電気保全基準によるものとする。

（施設補修等の必要性に関する報告）

第１９条　乙は、前条に定める業務を実施した結果、設備の補修の必要性があると判断した場合、速やかに書面により甲に報告するものとする。

２　前項の規定で定める報告の内容に含める事項は次のとおりとする。

（１）対象設備、機器名

（２）稼働状況

（３）現状（状態）

（４）補修の必要性に関する理由

（５）推奨対応方法

（６）その他特記事項
３　甲は第１項に定める報告があった場合、その緊急度に応じて施設の補修、修繕を行うよう努めなければならない。

第５章　業務報告等

（業務報告）

第２０条　乙は、業務の実施状況、運転状況、各種計測の結果等について、監督員に書面により報告しなければならない。

２　前項の報告書に含める事項及び提出時期は、仕様書に定めることとする。

３　監督員は必要に応じて、乙から提出された内容について説明を求めることができる。

（業務の確認及び委託料の請求）

第２１条　乙は、毎月、業務完了後速やかに月別の業務完成報告書を甲に提出するものとする。

２　乙は、契約書において指定する支払月に、支払いに関する書類を提出し、確認を受けなければならない。

３　甲は、乙からの確認要求があった日から１０日以内に自ら又は甲が指定する確認者による業務確認を実施しなければならない。

４　乙は前項に定める確認を完了した後、甲に対し委託料の請求をすることができる。
第６章　業務委託料

（業務委託料の構成及び精算時期）

第２２条　業務委託料の構成は固定費、変動費及び消費税相当分とする。業務委託料の内訳は別表２のとおりとする。
２　業務委託料は固定費、変動費とも隔月（２か月ごと）の部分払いとする。部分払いの方法は別記１のとおりとする。
３　各年度における業務委託料については、年度末において出来高認定による額の確定を行い、年度当初の業務委託料との差額が生じた場合は精算書による精算払いを行う。
（業務委託料の請求及び支払期限）
第２３条　甲は、乙から業務委託料の請求があった場合、請求書受領後３０日以内に支払うものとする。

（賃金又は物価の変動に基づく業務委託料の変更）

第２４条　甲又は乙は、履行期間内で請負契約締結の日から１２月を経過した後に日本国内における賃金水準又は物価水準の変動により業務委託料が不適当となったと認めたときは、相手方に対して業務委託料の変更を請求することができるものとする。
２　変動前残業務委託料及び変動後残業務委託料は、請求のあった日を基準とし、物価指数等に基づき甲と乙とが協議して定める。ただし、協議開始の日から１４日以内に協議が整わない場合にあっては、甲が定め、乙に通知する。

３　第１項の規定による請求は、この条の規定により業務委託料の変更を行った後再度行うことができる。この場合において同項中「請負契約締結の日」とあるのは、「直前のこの条に基づく業務委託料変更の基準とした日」とするものとする。

４　予期することのできない特別の事情により、履行期間内に日本国内において急激なインフレーション又はデフレーションを生じ、業務委託料が著しく不適当となったときは、甲又は乙は、前各項の規定にかかわらず、業務委託料の変更を請求することができる。

５　前２項の場合において、業務委託料の変更額については、甲と乙とが協議して定める。ただし、協議開始の日から１４日以内に協議が整わない場合にあっては、甲が定め、乙に通知する。

６　第２項及び前項の協議開始の日については、甲が乙の意見を聴いて定め、乙に通知しなければならない。ただし、甲が第１項、第３項又は第４項の請求を行った日又は受けた日から７日以内に協議開始の日を通知しない場合には、乙は、協議開始の日を定め、甲に通知することができる。
第７章　緊急時の対応

（異常流入水）

第２５条　乙は、異常流入水（水質、水量）を発見した場合、速やかにその状況を甲に報告しなければならない。

２　甲、乙は業務実施前に対応可能な異常流入水の範囲を定め、その対応方法を決めておかなければならない。また､乙はその方針に基づいて対応手順書等を作成するものとする。

（その他災害時）
第２６条　暴風、洪水、高潮、地震、津波、地滑り、落盤、火災、争乱、暴動、その他通常の予想を超えた自然的又は人為的な事象であって、甲、乙の責に帰すことができない事由（流入水質及び流入水量が、流入標準から著しく逸脱している場合を含む。）により、本施設の運転が著しく困難となった場合や本施設に損傷を及ぼす可能性が生じた場合、乙は甲の指示に従い対応するものとする。
２　乙は、施設への被害、業務への影響を軽減するための努力を行う義務を負うものとし、当該処理場の従事者のみでは対応が困難な場合は、他の要員の応援をもって対応することとする。
３　前項で定める場合で、追加費用が生じた場合は甲の負担とする。
４　第１項で定める場合で、施設の損傷により委託内容を変更する必要がある場合、甲は必要な範囲で契約内容を変更することができる。また、本件施設の損傷により本契約の継続が著しく困難である場合、甲は直ちに本契約を解除することができる。

第８章　損害賠償

（損害賠償）

第２７条　乙の責に帰すべき事由により、次の各号のいずれかに該当する事由が生じた場合、乙は甲に対して、以下の事由により生じた損害を賠償する責任を負うものとする。

（１）不適切な施設の維持管理により、甲に損害が生じた場合
（２）前号のほか乙がこの契約に違反、その他乙の責に帰すべき事由により、甲に損害が生じた場合
２　甲の責に帰すべき事由により、乙に損害が生じた場合、甲は乙に対し賠償する責任を負うものとする。
３　乙の責に帰すべき事由により、第三者に損害が生じた場合、乙は当該第三者に対してその損害を賠償する義務を負う。乙の責に帰すべき事由により甲が第三者に対して損害賠償義務を負う場合、甲は乙に対して求償権を行使することができる。
４　甲の責に帰すべき事由により、第三者に損害が生じた場合、甲は当該第三者に対してその損害を賠償する義務を負う。甲の責に帰すべき事由により乙が第三者に対して損害賠償義務を負う場合、乙は甲に対して求償権を行使することができる。
５　本契約は第三者に対して、仕様書に定める放流水質管理値による放流を保証するものではない。
（違約金の請求）

第２８条　甲は、乙が本契約条項に違反もしくは法令基準を満たせなかった場合には、別記２に定めるところにより、違約金を請求できることとする。

第９章　契約終了

（期間満了による終了）

第２９条　期間満了による契約終了の場合、乙は以下の義務を負う。
（１）乙は、新たに施設を運転するものに対し、引継に必要とする事項を契約終了の１４日前までに甲の立会いのうえ、交付するものとする。
（２）乙は、業務実施開始日に三重県から借用を受けた施設は、借用時と同等程度に復して返還しなければならない。
（甲による契約解除）

第３０条　乙について、以下のいずれかに該当する事由が発生した場合、甲は乙に対する通知により直ちに契約を解除することができる。

（１）放流水質法令基準を満たせなかった場合で、甲が指示した回復措置要求に正当な理由がなく従わない場合。ただし、乙による不服申立の手続きが取られている期間、仲裁がなされている期間については、回復措置要求に従わないことを理由に契約解除することはできないものとする。

（２）乙が本契約及び仕様書に基づき定められた業務において、本契約を継続し難い不誠実　な行為を行った場合

（３）第３２条により表明し、保証した事項に反し契約をしたことが判明した場合、又は反した行為をした場合
（４）乙が破産の申立又は第三者による破産申立により、破産宣告がなされた場合
（５）乙が民事再生手続き、会社更生手続き、会社整理、特別精算若しくはその他法的倒産手続きの開始申立をした場合、又は第三者の申立によるこれら手続きが開始された場合
（６）小切手、手形の不渡りがあった場合
（７）第４号から第６号に準ずる信用状況の悪化が認められる場合、又は本契約等に基づく業務が困難であると合理的に認められる場合
（８）「三重県の締結する物件関係契約からの暴力団等排除措置要綱」第３条又は第４条の規定により、「三重県物件関係落札資格停止要綱」に基づく落札資格停止措置を受けたとき
（９） 暴力団員等による不当介入を受けたにもかかわらず、警察への通報又は発注者への報告を怠り、著しく信頼を損ねる行為を行ったと認められるとき
２　前項第１号から第７号に定める事由の発生により、甲による契約の解除がなされた場合、乙は甲に対し、違約金を支払うものとする。違約金の額は契約金額の１０分の１とし、契約保証金を優先的に充当するものとする。

３　第１項の規定にかかわらず、甲は３か月前までに通知することにより、いつでも本契約を終了させることができる。その場合、甲は乙に対し年間固定費相当分の１か月分に相当する金額（別表に定める直近の未払い分）を本契約終了後、３０日以内に補償金として支払うものとする。

（乙による契約解除）

第３１条　乙は以下に該当する場合、甲に対する通知により直ちに契約を解除することができる。

（１）甲の委託費の支払いが１か月以上遅延した場合
（２）乙の責に帰さない事由により、本業務の履行が不可能となった場合

（３）甲が本契約を継続し難い不誠実な行為を行った場合
２　前項により契約が解除された場合、乙は甲に対して、これにより生じた損害を請求することができる。
３　本条の規定により契約が終了する場合は、前条第２項の規定に準じることとする。

第１０章　その他

（表明及び保証）

第３２条　乙は甲に対し契約時に次の各号に掲げる事実を表明し、保証するものとする。
（１）本業務を履行するにあたって、乙に適用される一切の法令に違反しないこと。

（２）第３０条第1項第４号から第６号に規定する事由が生じていないこと。

（３）公租公課を滞納していないこと。

（４）本業務の実施に重大な悪影響を及ぼすおそれのある裁判手続き又は行政手続きが、裁判所又は公的機関において提起又は開始されておらず、また、受託者の知る限りにおいて、そのおそれがないこと。

（５）甲又は三重県から指名停止の処分を受けていないこと。

２　甲は乙に対し、本契約締結日現在において、次の各号の事実を表明し保証するものとする。
（１）甲が乙に対し交付した書面が、重要な点においてすべて正確であること。

（２）本契約の締結に必要な事務処理がすべて完了していること。

３　各種表明事項に変更が生じた場合は、速やかに相手方へ通知することとする。
（乙による技術提案）

第３３条　乙は、本業務の範囲内で放流水質を悪化させることなく、維持管理費の低減が可能と判断した場合、甲に対して技術提案をすることができる。

２　甲は、前項に規定する技術提案がなされた場合、別に定める規定により提案を審査、決定しなければならない。この決定は提案受理後１４日以内に行うものとし、審査結果を文書で回答するものとする。
３　前２項に基づく提案により、維持管理費の低減が確認された場合、甲はその低減額の二分の一に相当する額を乙に還元することとする。
（委託内容の変更）

第３４条　甲は、法令の変更、技術の革新その他の理由により委託内容の変更を希望する場合、乙に対して変更を希望する日の１か月前までに変更案を提示するものとする。その場合、甲は内容変更に関して乙の意見を聴くように努めなければならない。

２　乙は、委託内容の変更を希望する場合、甲に対して変更を希望する日の１か月前までに変更案を提出するものとする。その場合、乙は内容変更に関して甲の意見を聴くように努めなければならない。
３　仕様書に明示された予定水量、水処理施設の運用予定、汚泥処理量増に伴う汚泥処理施設の運転方法に著しい変動があった場合は、委託内容の変更について、甲乙協議するものとする。
（契約の変更）

第３５条　本契約の変更は、前条に定めるほか、両当事者の書面による合意がなければ変更することができないこととする。
（契約に基づく権利・義務等の譲渡等）

第３６条　乙は、甲の書面での承認を得た場合を除き、本契約に基づく権利若しくは義務又は契約上の地位を第三者に譲渡し、又は本契約の基づく権利について質権その他の担保に供してはならない。

（通知）

第３７条　本契約に規定された通知は、別段の規定がある場合を除き、原則として書面（ファクシミリ、電子メールを含む。）により行うこととする。ただし、ファクシミリ又は電子メールにより通知を行った場合は、同一内容の書面を交付するものとする。

（守秘義務）

第３８条　甲及び乙は、以下の場合及び本契約において別段の定めがある場合を除き、本契約の内容及び本契約の履行に伴い、入手した相手方に関する情報（業務実施計画を含む。）を、第三者に対して開示しないものとする。

（１）本契約締結時に公知である情報、又は情報を受領した当事者の責に帰すべき事由によらずに本契約締結後に公知となった情報を開示する場合

（２）第三者から適法に入手した情報を開示する場合。ただし、第三者からの情報について守秘義務が課せられていない場合に限る。

（３）契約締結時に、守秘義務を負うことなく適法に所持していた情報を開示する場合。ただし、本契約締結に関連して相手方に開示された情報を除く。

（４）法令・条例により開示が義務づけられる場合において、法令・条例上必要である範囲内において開示する場合
（５）甲、乙の弁護士、公認会計士、又は税理士に対して、必要である範囲内において開示する場合
（６）甲が委託した技術アドバイザー等、施設機能維持に関する評価に使用する場合
（７）相手方が書面により承諾した場合
（８）本契約が第３０条又は第３１条により解除された場合において、解除後に本業務を継承する者に対して業務実施計画を開示する場合
２　前項の義務は本契約終了後も存続するものとする。

（準拠法及び管轄裁判所）

第３９条　本契約は日本国の法令に従って解釈されるものとする。

２　甲及び乙は、本契約に関する一切の紛争については、甲の所在地を管轄する地方裁判所を第一審の専属的管轄裁判所とすることに合意するものとする。

（雑則）

第４０条　乙は本契約の履行に際し、関連法令及び条例等を遵守することとする。

２　本契約の履行に関して、甲・乙の間で用いる計量単位は、本契約に特別に定める場合を除き、計量法（平成４年法律第５１号）に定めるところによるものとする。

３　期間の定めについては、民法（明治２９年法律第８９号）及び商法（明治３２年法律第４８号）の定めるところによるものとする。
４　本契約の履行に関して用いる時刻は日本標準時とする。

５　本契約において使用する通貨は日本円とする。

６　本契約に定めのない事項又は本契約の解釈に関して、当事者間に疑義が生じた事項については、双方協議を行いその対応を決定するものとする。
	用語
	定　　　義

	機能
	施設、設備、機器が有する個々の能力のことをいう。

	固定費
	主に受託者の労務費に相当する部分で、業務仕様による作業量に応じて決まる費用のことをいう。

	変動費
	水処理業務へ供する薬品や燃料、機器や建築物の修繕などへ供する費用で、当初は想定が困難かつ変動することが前提となる費用のことをいう。

	補償金
	契約期間中に本契約を解除した場合に、発注者が受注者に対して支払う金額のことをいう。

	予定水量
	反応槽へ流入させ、水処理を行う水量を示すもので、流入水量に場内返流水を加えたものをいう。

	流入標準
	県との契約における浄化センターに流入する下水の標準的な状態を示したものである。

	目標放流水質
	流入標準内での流入水の処理について、県との契約上、甲・乙双方とも遵守しなければならない数値である。

	放流水質管理値
	目標放流水質を維持するための運転管理の指標となる値である。

	法令基準
	下水道法、水質汚濁防止法による規制値のことをいう。

	汚泥処理管理値
	汚泥処理を実施するにあたって、最大限努力した成果の指標となる値である。


（別表１）

	
	費用の種類
	　　年度
	　　年度
	　　年度
	　　年度
	　　年度
	合計
	備考

	固定費相当分
	施設運転操作
監視業務
	
	
	
	
	
	
	

	
	定期点検業務
	
	
	
	
	
	
	

	変動費相当分
	薬品調達業務
	
	
	
	
	
	
	

	
	燃料調達業務
	
	
	
	
	
	
	

	
	施設消耗品調達業務
	
	
	
	
	
	
	

	
	修繕業務
	
	
	
	
	
	
	

	消費税
相当分
	消費税及び
地方消費税
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	


（別表２）
別記１　業務委託料の構成及び精算方法

（１）　業務委託料の構成及び精算方法

本契約に定める業務委託料の構成及び精算方法は次のとおりとする。

	費用の種類
	精算方法

	固定費
	施設運転操作監視業務
	隔月：契約額×１/６×０.９

	
	定期点検業務（包括分）
	隔月：当該出来高金額×０.９

	変動費
	薬品調達業務
	隔月：確定数量×設定単価×請負比率

	
	燃料調達業務
	隔月：確定数量×月変動単価(実費)

	
	施設消耗品調達業務
	隔月：確定数量×設定単価×請負比率

	
	修繕業務
	隔月：期間執行額

	
	修繕業務事務費
	隔月：修繕業務実績額×５％


（２）　契約書第１１条に定める事務所等の使用に係る条件
事務所等の使用許可の範囲は、当該業務を遂行するうえでの最小の面積とすることとし、当該業務以外の用途に供してはならない。
（３）　精算方法

隔月ごとに出来高確認を行った後、施設運転操作監視業務は当該年度割額の１/６×０.９の費用、その他固定費は出来高金額×０.９、変動費は出来高に応じた支払いを行う｡

なお、千円未満の端数調整は各年度の最終出来高時に行うものとし、変更契約は契約最終年度にて各年度の数量及び金額が確定した際に行うこととする｡

【変動費の精算方法】

ア　調達実績報告書

前月（複数月をまとめる場合は、その期間）分の購入量を翌月５日（５日が土・日の場合は翌月曜日）までに記載し、甲に報告すること。

添付資料は次のとおりとし、詳細は調達関係共通仕様書を参照すること。

①調達した物品の性状が確認できるもの（製品データシート等）

②調達した物品の量が確認できるもの（計量票等）

③調達した物品の納入日が確認できるもの（納品書等）

イ　支払額の決定及び請求

甲は、乙から提出された調達実績報告書を確認のうえ出来高調書を作成し、甲が指定する者による確認を受けた後、変動費確定金額を固定費の精算額と合わせて請求するものとする。
ウ　 設定単価とは、甲があらかじめ設定した調達単価であり、乙の努力による調達単価低減を妨げるものではない。

エ　修繕業務については、甲は実績（購入単価）額の5/100に相当する事務経費を乙に支払うこととする。
別記２　違約金の請求

契約書第２８条に定める違約金の請求は、次のとおりとする。

なお、下記（１）の適用は、甲が指示する運転等を的確に実施できなかったことによる場合に適用する。

（１）　放流水質法令基準に違反した場合

当該年度施設点検運転監視業務契約額／365×違反日数×7/10

（２）　契約書各条項に違反した場合

当該年度施設点検運転監視業務契約額×1／1,000
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